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要旨 

目的  

	 原発事故およびそれに伴う放射線災害は放射線被ばくおよび放射能汚染を引

き起こし、周辺地域住民への健康影響を及ぼしうる。放射線災害は、放射線被

ばくのみに留まらず、多面的な健康影響、経済的、社会的影響を持つが、放射

線被ばくによる健康影響は一般的にはその中核を占める。特に内部被ばくは汚

染地域での食品汚染が長期間にわたるため、地域住民に影響を与える。そのた

め、内部被ばくのコントロールは公衆衛生上も重要な課題である。 

	 本論文は 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に引き続く福島第一原発

事故による地域住民の内部被ばくの程度を明らかにし、特に放射線災害後の地

域住民の内部被ばくの時間的推移、内部被ばくにおけるハイリスク行為の同定

をすることにより、今後の放射線災害時への適切な公衆衛生的な対応を明らか

にすることを目的とする。 

 

方法 

	 南相馬市内の南相馬市立総合病院、渡辺病院および平田村のひらた中央病院

において、2011 年 9 月よりホールボディーカウンター用いた内部被ばく検査を

行い、①福島第一原発事故後の地域住民の初期内部被ばくおよび、②初期から

慢性期にかけての内部被ばくの推移、③慢性期内部被ばくにおけるハイリスク
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行為の同定、④小児における慢性期内部被ばく、⑤空気からの吸入被ばくの程

度を調べた。 

 

結果 

①	 2011年 9月 26日から 2012年 3月 31日の期間に合計で 9,498人の南相馬市

民が内部被ばく検査を受けた。9,498 人中、3,286 人から放射性セシウム（Cs）

が検出されたが、一人の成人（1.07 mSv）を除いた全員の預託実効線量は 1 mSv

以下であった。南相馬市での急性期の内部被ばくが非常に低いことが示された。 

②	 2011年9月から2012年9月の小児におけるCs検出率は2011年9月に57.5 %

であったが徐々に減少し、2012年 7月以降 9月まで 0%を維持されていた。検出

された Csは主に福島第一原発事故直後に摂取されたものであり、急性期の内部

被ばくが、住民の内部被ばく全体の大部分を占めることが示された。 

③	 2012年 3月 11日から 2013年 3月 10日の間、南相馬市立総合病院およびひ

らた中央病院にて 30,622人（男性 14,397人、女性 16,225人）が受診したが、そ

のうち Cs-137の計測値が 50 Bq/kgを越えた住民が 9人（0.03 %）存在し、全員

が特に汚染度の高い地元の食材を未検査で継続的に摂取していた。慢性期内部

被ばくのハイリスク行為は、放射能汚染度高い地元の食品を未検査で継続的に

摂取することであり、地域全体としては内部汚染が非常に低いレベルでコント

ロールされている状況であっても、一部の住民では予期せず汚染度の高い食材

を摂取し、内部被ばくを受けている可能性があることを示した。 
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④	 南相馬市内に通学する 3299人の小中学生のうち、3255人（98 %）が 2013

年 5月から 2013年 7月にかけて学校検診としての内部被ばく検査に参加したが、

全員から Csは検出しなかった。小児において慢性期内部被ばくのリスクがあっ

たとしても非常に低く、今後の検査体制の維持には学校検診が有用である可能

性を示した。 

⑤	 83 人の除染作業員が対象となり、全員が Cs-137 の土壌汚染レベルが 100k 

Bq/m2 以上の放射能汚染地域で、定期的に除染作業に従事していた。全員から

Cs は検出されず、除染作業中における吸入内部被ばくのリスクが低く、そのこ

とから福島県内の住民の吸入による内部被ばくリスクが低いことを示した。 

 

結論 

	 福島第一原発事故後の住民の Csによる急性期内部被ばくは、内部被ばく全体

の大部分を占めるものの、成人、小児において低く、チェルノブイリの事故後

数年後に計測された値よりも十分に低いことが明らかになった。慢性期の内部

被ばくは多くの成人および小児で非常に低いが、一部に特定の汚染食品の継続

的な摂取によって比較的高くなる場合があり、今後も継続的な検査体制の維持

と啓発活動が重要である。 
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1. 研究の社会的背景と動機 

1.1. 放射線災害における健康影響の多様性について 

	 原発事故およびそれに伴う放射線災害は放射線被ばくおよび放射能汚染を

引き起こし、周辺地域住民への健康影響を及ぼしうる。1,2そのため、事故早

期からの地域住民の被ばく線量の計測と環境モニタリング、避難や除染、汚

染管理などの被ばく低減対策は必須である。3-6しかしながら、放射線災害の

影響は放射線被ばくによるものだけに留まらない。 

	 スリーマイル島原発事故、チェルノブイリ原発事故から、短期的には避難

や移住自体に危険が伴い、人的・物的資源不足や病棟閉鎖などのインフラ保

全が問題となることが指摘されてきた。7-10それに加え中期的には、避難は被

ばく量の軽減が可能な一方、生活習慣の変化やストレス、心的外傷後ストレ

ス障害（PTSD）を引き起こし、生活習慣病やうつ病の悪化など生活環境変化

に伴う影響が報告されている。11,12 また、チェルノブイリ原発事故後には放

射線被ばくによる偏見やスティグマ化が引き起こされ、堕胎やアルコール中

毒、心身症の増加が報告された。13-17 長期的には、社会、文化の変容、ひい

ては国のエネルギー政策にも影響を持つ。18 

	 このように放射線災害は、放射線被ばくのみに留まらず、多面的な健康影

響、経済的、社会的影響を持つことが分かっている。19 しかしながら、福島

第一原発事故後を含む、放射線災害によって及ぼされる健康影響の全体像に

ついては十分な情報が無い。 
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1.2. 低線量放射線被ばくによる健康影響に関する考え方について 

	 多様な放射線災害の影響の中で、放射線被ばくによる健康影響は一般的に

はその中核を占める。放射線被ばくによる身体影響の有無は線量に依存し、

20 リンパ球減少や嘔吐、脱毛、不妊など、閾値の存在する確定的影響と、線

量と健康影響に一定の相関がある発がんを始めとする確率的影響が存在する。

確定的影響には、高線量被ばくの際に起こりうる急性放射線症候群が含まれ

る。確率的影響には、低線量被ばくによる長期的な発がんが主たる問題とな

る。低線量の定義は様々ではあるが、一般的には確定的影響が生じないレベ

ルの被ばくを指すことが多い。本論文で使用する際にも、同様の定義として

用いる。 

	 世界でも有数の精緻な発がんを含めた放射線被ばくによる健康影響に関す

る調査は、1950年に ABCC（Atomic Bomb Casualty Commission）と日本国政

府・放射線影響研究所によって開始された、原爆投下後の広島、長崎住民に

おける被ばく者疫学調査（爆心地からの被ばく距離で階層化して抽出された

約 27000人の非被ばく群を含む 120000人の死因調査およびがん罹患調査）で

ある。20-22寿命調査集団のがん罹患線量効果関係は、図 1-1 「寿命調査集団

におけるがん罹患線量効果カーブ」となり、国連科学委員会（UNSCEAR）

や世界保健機関（WHO）が被ばくリスクを算定する場合のゴールドスタンダ

ードとされている。23,24 
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図  1 -1  「寿命調査集団におけるがん罹患線量効果カーブ」  
出典：Preston et al. Solid cancer incidence in atomic bomb survivors: 1958-1998. 
Radiat Res. (2007) 
 

	 中線量域から高線量域までは、線量によって直線的にがん罹患リスクが増

加することが知られている。リスクの大きさ（Excess relative risk: ERR/Sv）

は男性で 0.35、女性で 0.58、男女あわせて 0.47と計算される。しかしながら、

150 mSv未満の低線量域の被ばくではリスクが直線的に減少するのかを統計

的には判定できない。この場合、中高線量急性被ばくから得られたリスク係

数を低線量被ばくにも援用し、リスクが計算される。このような考え方を直

線閾値無しモデル（Liner non-threshold model: LNTモデル 25）と呼ぶ。 

	 このような原爆被ばく者の疫学データに加え、医療被ばく、職業被ばく、

自然環境からの被ばくによる健康データも発がんを含めた放射線被ばくによ

る健康影響に関する調査である。医療被ばくに関する調査では、古くは結核

治療による被ばく集団における乳がん、肺がんのリスクに関する研究 26-29や、

CT撮影に伴うがん罹患その他疾病に関する研究が、30-32職業被ばくでは核施
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設作業従事者の疫学調査 33-37が各国から発表されている。乳がんに関しては

10 mSv程度の被ばくであっても、被ばくが積み重なると発がんリスクが上昇

し、その大きさは原爆コホートと同等であった。26,27,29 それに対して肺がん

はリスクの上昇が無かった。28 CT 撮影を受けた小児において発がんリスク

が 24%上昇したことが報告されている。28,31,32核施設作業従事者のデータに

ついては、カナダから発表されたデータに疑義が唱えられているものの、他

の多くの国から報告されたリスクは原爆コホートと同等またはやや低めとさ

れている。33-37 また環境被ばくでは、環境放射線量の高い地方に居住する住

民のコホートが存在する。放射性トリウムを多く含むモナザイトが多いため、

年間外部被ばくが平均 4 mSv、最大で 70 mSvに達するインド・ケララ地方の

住民調査（コホートは 1990 年代に開始）38もその一つである。図 1-2 に示

されるように、各国において、自然環境から日常的に受ける放射線量は異な

り、その差の大部分は空気中のラドン濃度で規定されている。 
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図  1 -2  「環境放射線からの年間被ばく量国際比較」  
出典：Radiation and Health Seminar by Dr. Tsubokura (2014) p.3 
 

	 これらの結果からもおおよそ 100 mSv以下の低線量被ばくのリスクに関し

て、LNTモデルを採用し、中高線量被ばくから得られたリスク係数を低線量

被ばくにも援用するのが放射線防護の観点からも妥当であろうとするのが現

状の低線量被ばくによる健康影響に対する考え方である。25,39 2014 年現在、

日本国政府は年間追加被ばく線量の長期的な目標を、1 mSvと設定している

が、これは世界共通に用いられる平時の公衆被ばく限度である年 1 mSvと同

レベルである。注意すべきは、この値が健康影響のあるなしを規定するため

のカットオフ値では無いことである。中高線量被ばくのリスクから LNTモデ

ルを用い 1 mSvの被ばくリスクを計算するとゼロとはならないが、1 mSvと

いう量はこれまでの研究から健康影響が証明された線量よりも十分に低い。 
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1.3. 内部被ばく線量についての考え方について 

 放射線被ばくは、その経路によって外部被ばくと内部被ばくに分けられる

（図 1-3 「内部被ばくと外部被ばくについて」）。 

 
図  1 -3  「内部被ばくと外部被ばくについて」  
出典：出典：Radiation and Health Seminar by Dr. Tsubokura (2014) p.6 
 

	 外部被ばくと内部被ばくによる組織のがんリスクを同等に評価するため、

国際放射線防護委員会(International Commission on Radiological Protection: 以

下 ICRP)では、人体内に取り込まれた放射性物質による被ばく線量を計算す

る際には線量換算係数が使用される（表 1-1）。40ここでは放射性核種の物理

学的半減期、粒子径・化学型および、生体内での分布や代謝をモデル化し、

各組織に付与される吸収線量を求め、放射線加重係数をかけることで組織等

価線量が計算される。 
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表  1 -1  年齢別甲状腺等価線量換算係数および実効線量換算係数  

      換算係数（Sv/Bq） 3 ヶ月 1 歳 5 歳 10 歳 15 歳 成人 

I-131* 
甲状腺等価線量 3.7E-06 3.6E-06 2.1E-06 1.0E-06 6.8E-07 4.3E-07 

実効線量 1.8E-07 1.8E-07 1.0E-07 5.2E-08 3.4E-08 2.2E-08 

Cs-134* 実効線量 2.6E-08 1.6E-08 1.3E-08 1.4E-08 1.9E-08 1.9E-08 

Cs-137 実効線量 2.1E-08 1.2E-08 9.6E-09 1.0E-08 1.3E-08 1.3E-08 

出典：ICRP Publication 72 (1995)  p.26-27 
（注＊）ヨウ素（I） セシウム(Cs)	 以下同様。Cs と記載する場合、特に断
りない場合は放射性セシウムを指す。  

 

	 この内部被ばくモデルが、外部被ばくと同等のリスクとして扱うことが出

来るかについては、様々な疫学調査によって確認がなされている。主なもの

として、I-131によるチェルノブイリ原発事故後の小児甲状腺がん調査、41-43

放射性ストロンチウム（Sr）によるウラル山脈テチャ川周辺住民におけるが

んおよび白血病調査、44-47スカンジナビア半島のサーミ人の疫学調査 48-52な

どがあげられる。これらの結果から ICRP による内部被ばくモデルを用いる

ことで、外部被ばくと内部被ばくを等価に評価することができると考えられ

る。 

 

1.4. 福島第一原子力発電所事故について 

	 2011 年 3 月 11 日に起きた東日本大震災・東北地方太平洋沖地震とそれに

引き続く津波により、福島第一原子力発電所は全交流電源喪失、原子炉冷却

不能、炉心溶融および炉心貫通（メルトスルー）に陥った。崩壊熱による炉

内温度上昇、水蒸気発生、ペレット被覆管溶融による水素が大量発生し、炉
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心から大気中への排気（ベント）が緊急的に行われたものの、12日 15時 36

分に 1号機が、3月 14日 11時 01分に 3号機が水素爆発した。53,54 

	 福島第一原子力発電所事故は国際原子力事象評価尺度(INES) において最

悪のレベル 7（深刻な事故）に分類され、代表的な核種における 1号機から 3

号機の放出量の合計は I-131で 160 x 1015  Bq、Cs-137で 16 x 1015 Bqと推定

され、大気中、土壌、海水および地下水に放出され日本国内、国外に深刻な

放射能汚染を引き起こした。55-59 チェルノブイリ原発事故での放出量の約 6

分の 1から 10分の 1と計算される。福島県浜通り地方を中心に、推定年間積

算放射線量が 20 mSv を超過するかにより周辺一帯の避難指示、屋内退避指

示が出された。60  事故直後より避難指示区域は徐々に拡大され、放射性プ

ルームの多く飛散した福島第一原発から北西方向に位置する飯舘村や葛尾村

は計画的避難区域と設定された。本論文で用いる内部被ばく検査が主に行わ

れた南相馬市では、福島第一原発からの距離が 20 km圏内の地域を警戒区域、

20 km〜30 kmを緊急時避難準備区域、西側山間部の一部を計画的避難区域お

よび特定避難勧奨地点と設定した。2011 年 11 月 5 日時点での土壌汚染マッ

プを図 1-4 「福島第一原発周辺の Csによる土壌汚染」に示す。 
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図  1 -4  「福島第一原発周辺の Cs による土壌汚染」  
出典： Tsubokura et al. Limited internal radiation exposure associated with 
resettlements to a radiation-contaminated homeland after the Fukushima Daiichi 
nuclear disaster. PLoS One. (2013) による図表から一部修正 
 

	 当初の避難指示は 2012 年から徐々に変更され、2014 年現在では「帰還困

難区域」「居住制限区域」が設定されている。内部被ばく対策としては、2011

年 3 月 17 日、厚生労働省は表 1-2 に示すように食品衛生法上の暫定規制値

を発表し、規制値を上回る食品が販売されないよう各自治体に対策・通知を

行った。61,62この規制値は 1 年間の積算で I-131 による甲状腺等価線量が 50 

mSv、Csによる実効線量が 5 mSv以下となることを目指したものである。2012

年 4月以降は、内部被ばくから受ける年間の実効線量を 1 mSv以下とするこ

とを目指し、暫定基準値の見直しが行われた。その際の Cs の規制値は、飲
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料水で 10 Bq/kg、牛乳 50 Bq/kg、一般食品 100 Bq/kg、乳児用食品 50 Bq/kg

と設定された（表 1-3）。 

  



 18 

 

表  1 -2  2012 年 3 月末まで運用された暫定基準値  

放射性物質 

食品衛生法に基づく食品中の放射性物質に関す

る暫定基準値 (Bq/kg) 

放射性ヨウ素 飲料水 
300 

 (I-131) 牛乳・乳製品 

  野菜類 
2000 

  魚介類 

放射性セシウム 飲料水 
200 

 (Cs-134 および Cs-137) 牛乳・乳製品 

  野菜類 

500   穀類 

  肉・卵・魚・その他 

出典：厚生労働省 2011年 3月 17日通知「放射能汚染された食品の取り扱い
について」 

 

表  1 -3  放射性セシウム（Cs）の新基準値  

食品衛生法に基づく食品中の放射性物質に関する基準値 

(Bq/kg) 

一般食品 100 

飲料水 10 

乳児用食品 （粉ミルク、

フォローアップミルク、ベ

ビーフードなど） 

50 

牛乳 50 

出典：厚生労働省資料「食品中の放射性物質の新たな基準値について」 

 

1.5. 本論文の目的 

	 福島第一原発事故後、周辺住民は放射能汚染および放射線被ばくを強いら

れることとなった。そのような管理されていない線源からの被ばくを受ける

「現存被ばく状況」では、放射線被ばくとそれ以外の影響とのバランスを勘
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案し、放射線被ばくを合理的なレベルで出来るだけ減らすことが重要である

とされている（ALARA: As Low As Reasonably Achievableの原則）。63しかし

ながら原発災害後、被ばく低減策としてどのような方法が有効かについては、

十分な情報がない。 

	 特に内部被ばくは汚染地域での食品汚染が長期間にわたるため、地域住民

に影響を与えることが予想される。内部被ばくはチェルノブイリおよび周辺

諸国では住民の被ばく全体の 40 %であり、事故後の被ばくの多くの部分を占

めた。64 そのため、内部被ばくのコントロールは公衆衛生上も重要な課題で

ある。 

	 本論文では福島第一原発事故による地域住民の内部被ばくの程度を明らか

にし、特に放射線災害後の地域住民の内部被ばくの時間的推移、内部被ばく

におけるハイリスク行為の同定をすることにより、今後の放射線災害時への

適切な公衆衛生的な対応を明らかにすることを目的とする。 

	 本論文は以下のように構成される。第 2章では、福島第一原発事故後の地

域住民の初期内部被ばくを、第 3章では地域住民における初期から慢性期に

かけての内部被ばくの推移を、第 4章では慢性期内部被ばくにおけるハイリ

スク行為の同定を、第 5章では、悉皆調査を行うことにより、小児における

慢性期内部被ばくを、第 6章では空気からの吸入被ばくの程度を調査した。

第 2章から第 6章に述べられる内部被ばく検査は南相馬市内の南相馬市立総

合病院、渡辺病院、平田村のひらた中央病院にて行われた。第 7章では全体
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の要約および放射線災害時における内部被ばく対策の今後の方向性について

論じる。 

 

1.6. 本研究で用いられる内部被ばく検査について 

	 内部被ばくを計測する方法として、ホールボディーカウンター（以下 WBC）

を用いる方法と、尿や血液などを計測するバイオアッセイ法が存在する。本

研究では WBCを用いて被験者の内部被ばくを計測した。WBCは体内に存在

する放射性物質から発せられるガンマ線を、器械が搭載する NaIシンチレー

ションディテクターによって検知し、得られるガンマ線のエネルギーから核

種を同定した上で、その放射性物質の崩壊系列と半減期から逆算し被験者の

体内放射性物質量を計測する器機である。古くは 1960年代ごろから世界中で

行われた核実験による falloutによる内部被ばく計測や、ビキニ環礁での核実

験による地域住民の被ばくを定量化するために使用されていた。65,66 

	 本研究では WBCを用い、Cs（Cs-134および Cs-137）を主たる検査対象の

核種と設定した。Cs-134 および Cs-137 の物理学的半減期はそれぞれ 2 年お

よび 30年であり、放出量からも福島第一原発事故を含めた放射線災害時に最

も中長期的に住民への被ばく線量を規定する核種である。Csの体内動態は天

然に存在する K-40（人体内に 50 〜 55 Bq/kg存在し、年間約 0.17 mSvの内

部被ばくの原因となる）と似通い、主に筋肉などの軟部組織内で高い濃度と

して分布している。生体内からは尿および糞便から主に排泄され、生物学的
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半減期は成人にて約 100 日とされる。67 Sr およびプルトニウム（Pu）は Cs

に比べ半減期が長いが、環境中の存在量が Cs に比べて非常に少なく（文部

科学省が行った土壌中の放射能汚染検査では Srは Csの 1/100 〜 1/1000、Pu

は Srの約 1/1000の存在量であった）、Csによる内部被ばく線量が全ての核種

からの被ばく線量の大部分を占めることが分かっている。68,69 

 

1.7. 本研究で用いる WBC検査について 

	 本研究では、南相馬市内の南相馬市立総合病院、渡辺病院および平田村の

ひらた中央病院における内部被ばく検査結果を用いた解析を行っている。福

島第一原発事故後、多くの市町村は独自に線量計測を含む放射線被ばくの評

価を開始したが、これらの病院は福島原発事故後、県内で日本政府または福

島県から独立して検診としての内部被ばく検査を開始し運営してきた最初の

病院に含まれる（図 1-5）。 
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図  1 -5  「福島第一原発と各病院の位置関係について」  
出典：Tsubokura et al. Absence of internal radiation contamination by radioactive 
cesium among children affected by the Fukushima Daiichi nuclear power plant 
disaster. Health Physics. (2015) による図表から一部修正 
 

	 南相馬市は福島第一原発から北に 14〜38 kmの場所に位置する自治体であ

り、最も放射能汚染を受けた地域の一つである。日本政府の指示により 2011

年 3月 25日、避難区域、緊急時避難準備区域、避難指示の無い区域の異なる

3つの区域に分断された。70,71震災前、南相馬市の人口は 72000人であったが、

2011年 4月には約 10000人まで減少し、2013年 10月には 46720人まで回復

している。南相馬市では内部被ばく検診を 2011年 7月から 6歳以上の全ての

南相馬市民を対象に開始した。検診案内は避難された方を含め、全ての家庭

に送付され、また病院のホームページや市の広報誌にも掲載された。検査は
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無料で行われ、参加は任意である。当病院での震災後の内部被ばく検査結果

は既に過去の論文にて発表されている。72-75 

	 平田村は福島第一原発から南西に 42 〜 54 kmの場所に位置する福島県内

の自治体であり、放射能汚染を受けた地域の一つである。ひらた中央病院は

福島第一原発から南西に 45 kmの場所に位置し、2011年 10月から 4歳以上

を対象に検査を行っている。検査は主に福島県内の中通り地区の住民を対象

としているが、他県の住民も検査を受けることが出来、茨城県牛久市なども

その対象である。検査は無料で行われ参加は任意である。ひらた中央病院で

の検査結果も既に早野らがいくつかの論文で発表を行っている 76-80 

	 南相馬市立総合病院およびひらた中央病院には 3 x 5 x 16 インチの NaIシ

ンチレーションディテクターをもつ立位型の WBC（Fastscan model 2251; 

Canberra Inc）が、渡辺病院には 3 x 5 x 16 インチの NaIシンチレーションデ

ィテクターをもつ椅子型の WBC（WBC-R43-22458; Hitachi Aloka Medical, Ltd., 

Mitaka, Tokyo, Japan）が導入されている。それぞれでの Cs-134, Cs-137の検

出限界値は、立位 2分間の計測で、220 Bq/body と 250 Bq/body （南相馬市

立総合病院および渡辺病院）および 300 Bq/body と 300 Bq/body（ひらた中

央病院）であった。病院間での検出限界値の差はそれぞれの病院のバックグ

ラウンドの環境放射線量の差である。南相馬市立総合病院および渡辺病院に

て 6歳以上、ひらた中央病院にて 4歳以上を検査対象とした理由は、それ以

下の年齢の場合体格が小さいため、十分に正確な計測が担保できないと判断
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したためである。本論文中、第 2章の福島第一原発事故後の周辺地域住民の

内部被ばく調査、第 3章の地域住民の初期から慢性期にかけての内部被ばく

調査、および第 5 章の南相馬市の小中学生を対象とした悉皆的調査では、6

歳から 15歳の学童を対象とした検査結果を含み、第 4章の南相馬市立病院お

よびひらた中央病院での慢性期内部被ばく調査では、4歳以上の幼児および 6

歳以上の学童を対象とした検査結果を含む。以下、本論文では、幼児および

学童をまとめて小児と記載した。 

 

1.8. 倫理的配慮について 

	 本研究では、WBCの計測データを用いた解析を行っている。研究者は、被

験者、小児の場合その保護者より同意書を取得している。本研究は東京大学

医科学研究所の倫理委員会にて審議の上、承認された。承認番号（23-11-0819, 

23-46-0113, 23-52-0209, 25-40-1011） 
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2. 福島第一原発事故後の地域住民における初期内部被ばくに関する研究 

2.1. 目的 

	 福島第一原発事故によって汚染された地域に居住する住民は、各種の放射

性物質の飛散により被ばくのリスクにさらされるが、そのような地域での内

部被ばくがどの程度かについては十分な情報が無い。本章は、南相馬市の住

民における原発事故後初期の内部被ばく評価を目的とする。 

 

2.2. 方法 

2.2.1. 対象と検査方法 

	 WBCを用いた、Cs-134および Cs-137による内部被ばくを評価するスクリ

ーニングプログラムが 2011 年 7 月に南相馬市に導入された。Cs-134 および

Cs-137による内部被ばくは、放出量が多く、中長期的にも残存する核種であ

ることから、事故により放出された各種放射性物質からの被ばくのうちの大

部分を占める。81  

	 この検診は南相馬市民のうち 6歳以上全員を対象としており、参加は任意

であった。南相馬市民における福島第一原発事故後初期の内部被ばくを評価

するため、2011 年 9 月 26 日から 2012 年 3 月 31 日までの期間に内部被ばく

検診を受けた住民の年齢、および内部被ばく量を後方視的に調べた。内部被

ばく検査は南相馬市立総合病院に設置されている立位型 WBC（Fastscan 

model 2251; Canberra Inc）を用いて計測を行った。2分間立位の計測による検
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出限界は、Cs-134で 210 Bq/body、Cs-137で 250 Bq/bodyであった。 

 

2.2.2. 線量計算 

	 検査日の Cs 内部被ばく量を用いて、成人については事故直後に急性吸入

被ばくしたと仮定し、小児については事故直後より慢性的経口被ばくしたと

仮定して預託実効線量を計算した。計算方法の違いは、小児は成人に比べ Cs

の生物学的半減期が短いため、原発事故から半年後以降に計測が行われた本

研究にて小児に認められた Cs が、全て事故直後の吸入摂取の減衰の結果で

あるとする仮定は実効線量の推定において過大評価となる可能性が高いと考

えられたためである。預託実効線量の計算には Mondal 3 software（放射線医

学総合研究所により開発された個人モニタリングの結果から放射性核種の摂

取量および預託実効線量を計算・評価するソフトウェア）を用いた。82 

 

2.2.3. 統計解析 

	 成人および小児での Cs 検出率の差異を調べるため、カイ二乗検定を行っ

た。解析は Stata/MP version 11（StataCorp LP）を用いて行い、P<0.05を統計

学的に有意とした。 

 

2.3. 結果 

	 2011 年 9 月 26 日から 2012 年 3 月 31 日の期間に合計で 9,498 人の南相馬
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市民が内部被ばく検査を受けた。これは 2011年 8月 11日時点での南相馬市

民の 24 %であった。1,432人の小児（女児 720人：50 %）と 8,066人の成人

（女性 4512人：56 %）が受診し、それぞれの年齢の中央値は 11歳（範囲：

6〜15歳）、44歳（範囲：15歳〜97歳）であった。 

	 9,498人中、3,286人（35 %；95 % CI, 33.6 % 〜 35.6 %）から Csが検出さ

れた。検出した値の分布図を以下に示す。(図 2-1) 
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図  2 -1  「小児・成人別放射性セシウム（Cs）内部被ばく」  
注）上図（小児）と下図（成人）では横軸のスケールが異なることに注意 
横軸単位は	 Bq/kg 
 

	 小児のうち 235人（16.4 %；95 % CI, 14.5 % 〜 18.3 %）から Csが検出さ
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れ、中央値 590 Bq/body（範囲：210 〜 2,953 Bq/body）、または 11.9 Bq/kg（範

囲：2.8 to 57.9 Bq/kg）であった。その一方、成人では、3,051人（37.8 %；95 % 

CI, 36.8 % 〜 38.9 %）から Csが検出され、中央値 744 Bq/body（範囲：210 〜 

12,771 Bq/body）、または 11.4 Bq/kg（範囲：2.3 to 195.6 Bq/kg）であった。Cs

が検出される汚染リスクは小児に比べて成人の方が統計学的に有意に高かっ

た。（χ2=246.5, P<0.001） 

	 I-131は検出されなかったが、これは Csに比べて短い物理学的半減期のた

めと考えられた。 

	 一人の成人（1.07 mSv）を除いた全員の預託実効線量は 1 mSv以下であっ

た。 

 

2.4. 考察 

	 本研究は福島第一原発事故後の地域住民における悉皆的な内部被ばくにつ

いての最初の報告である。福島第一原発事故、南相馬市における初期内部被

ばくは大多数の成人、小児において低く、チェルノブイリ原発事故数年後に

計測された値（事故後 7〜10年の時点において 49 Bq/kg）83よりも低いこと

を示した。（49 Bq/kgは、年間の追加内部被ばく線量 0.1 〜 0.2 mSv程度と

計算される。）小児は成人に比べて内部被ばくが低かったが、これは年齢によ

る Cs 代謝速度の差に起因する生物学的半減期の差、および成人に比べ小児

の方がより食事や水の消費において注意を払われていると考えられること、
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84成人と小児での屋外活動時間の差が関係していると考えられた。75 

	 このスクリーニングプログラムは福島第一原発事故 6ヶ月後から開始され

たため、より早期に検査を行った場合、より高い汚染が検出された可能性が

あると考えられる。しかしながら、本研究で示された内部被ばくが、福島第

一原発事故直後に摂取した放射性物質の低減か、または事故後から慢性的に

摂取しているかもしれない放射性物質の蓄積なのかについては明らかではな

い。この点については、初期内部被ばく後の推移について別途調査を行い、

本論文の第 3章にまとめた。またこの検査への参加は任意であったため、住

民の約 35%を対象としたデータであるものの、結果は選択バイアスが含まれ

る。内部被ばくが高く不安に思った住民が優先的に検査を受けている可能性

がある一方、内部被ばくが高い住民は（避難区域に居住していたため）避難

しており、より被ばくの低い住民が受診している可能性もある。よって南相

馬市および福島県全体の内部被ばくの代表値とはならない可能性がある。急

性放射線障害は福島第一原発事故後報告されていない。しかし、発がんリス

クなどの地域住民に対する健康影響について、長期間にわたる調査が必要で

あり、今後も被ばく量を含めたモニタリングを継続する必要がある。 

 

2.5. 結論 

	 福島第一原発事故後、南相馬市における内部被ばくは大多数の成人、小児

において低く、チェルノブイリの事故後数年後に計測された値よりも十分に
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低かった。しかしながら、本研究で示された内部被ばくが、福島第一原発事

故直後に摂取した放射性物質の低減か、または事故後から慢性的に摂取して

いるかもしれない放射性物質の蓄積なのかについては明らかではなく、今後

も被ばく量を含めたモニタリングを継続する必要がある。 
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3. 福島第一原発事故後の放射能汚染地域における初期および慢性期内部被

ばくの比較に関する研究 

3.1. 目的 

	 前章で我々は福島第一原発事故後の初期内部被ばくは低いレベルであるこ

とを報告した。77 しかしながら、その検出された内部被ばくが、福島第一原

発事故直後に摂取した放射性物質の低減か、または事故後から慢性的に摂取

した放射性物質の蓄積なのかについては明らかではない。本章は、南相馬市

における初期内部被ばくと慢性期内部被ばくの推移を調べることにより、上

記を明らかにすることを目的とする。 

 

3.2. 方法 

	 南相馬市では、6歳以上の全住民を対象として、2011年 9月 26日から参加

任意の内部被ばく検診が開始されている。15歳以下で検査を受けた住民のう

ち、Cs が陽性となった比率を後方視的に月別で調べ、2011 年 9 月〜2012 年

9月までの推移を調べた。Cs-134および Cs-137による内部被ばくは、各種放

射性物質からの被ばくを代表する値である。内部被ばく検査は南相馬市立総

合病院に設置されている立位型 WBC（Fastscan model 2251; Canberra Inc）を

用いて計測を行った。2 分間立位の計測による検出限界値は、Cs-134 で 210 

Bq/body、Cs-137で 250 Bq/bodyであった。 
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3.3. 結果 

	 対象期間中、合計 3,992人の小児（女児 1975人, 49.5 %）が本研究に参加

した。これは 2010年に南相馬市に在住していた小児の 66 %をしめた。うち

2,831 人（71 %）が内部被ばく検査時に南相馬市に在住していた。年齢の中

央値は 11歳（範囲：6-15歳）であった。325人（8.1 %）から Csが検出され

たが、他の核種は検出されなかった。月別の Cs検出率を図 3-1に示す。2011

年 9 月における Cs 検出率が 57.5 %であったのに対して、検出率は徐々に減

少し 2012年 7月以降 0 %、9月まで 0 %を維持していた。全員での預託実効

線量は 1 mSvを下回っていた。 

 
図  3 -1  「小児における内部被ばく月別検出率推移」  
出典：Tsubokura et al. Acute intake of radionuclides immediately after the incident 
as the main contributor of the internal radiation exposure after Fukushima Daiichi 
nuclear disaster. JAMA Pediatr. (2013)  
 

3.4. 考察 

	 本研究は、検出された Cs が、主に事故直後に摂取された放射性物質の低
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減の結果であることを示している。原発災害直後の急性期の被ばくは、ある

一定の時間経過後に起こりうる慢性被ばくより高くなる可能性があり、急性

期の被ばく対策は公衆衛生的に重要である。 

	 将来的な健康リスクを評価する際、特に若い世代の事故初期の内部被ばく

量を計算することは重要である。しかしながら、我々の調査は事故半年後に

開始されており、初期内部被ばく量を十分に実測することは出来なかった。

現状の環境モニタリングデータや、ある程度時間が経過した後に計測された

個人の実測値を用いれば、放射性物質の摂取に関するシナリオを仮定するこ

とで預託実効線量を計算することは可能である。しかしながら、特に I-131

による甲状腺内部被ばくがそうであるように、推定は仮定や計算方法によっ

て値が異なる。85 本研究は、原発災害後出来るだけ早期に、個人の実測を行

うことが、将来的な健康被害を予測するために非常に重要であることを示し

ている。86 

	 また本研究は、福島第一原発事故から一年後の小児における内部被ばくが

十分に低減したことを示している。早期に低減した理由として、日本政府が

早期に汚染の確認された食品流通を制限したことが考えられる。震災から 10

日後の 2011年 3月 21日、日本政府は福島県および近隣県産のホウレン草と

牛乳の流通を禁止した。その後、地方自治体やボランティア団体、農家など

が主体となり、あらゆる場所での食品出荷前の放射線検査を徹底した。また、

子供の保護者は地産の食品の摂取を制限する傾向にあった。84このような対
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策は現時点での内部被ばく低減に有効であると考えられるが、汚染食品の今

後の再摂取を防ぐためにも、継続的な検査や、内部被ばくの高い個人に対す

る個別対応、住民への啓発を含めた長期的な対策が必要と考えられる。 

	 内部被ばく検査は市の検診として行われ、本研究への参加は任意であった。

また本研究は同一の個人について、継続的に内部被ばくを計測した結果では

無い。最も内部被ばくが高く、不安に思った住民が最初に計測に来院した可

能性もあり、本研究は経時的に Cs の検出率が低下していることを示すため

には不十分なデザインである可能性がある。同一個人における繰り返しの内

部被ばく検査結果は第 4章にて記載する。 

 

3.5. 結論 

	 本研究は、検出された Cs が主に事故直後に摂取されたものであることを

示している。福島第一原発事故から一年後の小児における内部被ばくが十分

に低減したことを示しているが、汚染食品の今後の再摂取を防ぐためにも、

継続的な検査や、内部被ばくの高い個人に対する個別対応や住民への啓発を

含めた長期的な対策が必要と考えられる。 
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4. 慢性期内部被ばく高値症例検討および食事指導介入効果に関する研究 

4.1. 目的 

	 放射能汚染地域における空間線量は、短半減期の放射性核種の崩壊やウェ

ザリングプロセスによって比較的早期に減弱する一方、87 内部被ばくは汚染

地域での食品汚染が持続するため長期間に及び、トータルの被ばくに対して

大きな割合を占める。64 慢性期内部被ばくを抑えることは、公衆衛生上重要

な課題であり、出荷前の食品放射能の徹底管理や、一般教育、個別の線量計

測を含めた対策が放射線災害後には長期間必須となる。88,89 しかしながら、

それらの対策がどの程度個人の内部被ばくに対して低減効果を持つかについ

ては十分な情報が無い。 

	 福島第一原発事故直後に引き起こされた初期内部被ばくは、前章で示され

るように汚染地域に住む住民のほとんどで非常に少なかった。我々が南相馬

市で行った初期内部被ばく検査では、65 %の住民が WBC検出限界値を下回

った。73 福島県内全ての地域の住民を対象に検査を行っているひらた中央病

院の結果からも同様のことが報告されている。77また、検出された Csが主に

事故直後に摂取されたものであり、南相馬市での慢性期内部被ばくは、福島

原発事故から一年後にはほとんど認められないことが分かっている。74 

	 その一方で、放射能汚染地域において、高い Cs による内部被ばくを示す

住人が一部に認められることが示されている。77そのような住民において Cs

による内部汚染は時に 100 Bq/kg を越え、その値はチェルノブイリ原発事故
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後に報告されている値とも同等である。90 ICRPが示すように、そのような高

い内部被ばくを示す住民に対して、対象をしぼって個別対策を行うことは重

要である。しかしながら、医療従事者にとって慢性期内部被ばくを低減する

ためにどのような個別対策が有効かについては十分な情報が無い。91 

	 高い Csによる内部被ばくを低減するため、我々はそのような住民に対し、

原因となる汚染食品を特定した上で注意深く食事指導を行い、定期的な経過

観察を行った。本章では、このような高い内部被ばくを示す住民の頻度を明

らかにし、どのような行為が慢性期内部被ばくのハイリスク行為なのかを明

らかにすることを目的とする。それに加えて、食事指導による内部汚染の低

減効果を明らかにすることにより、今後の放射線災害時における医療者の役

割についても論ずる。 

 

4.2. 方法 

4.2.1. 対象と検査体制について 

	 南相馬市立総合病院とひらた中央病院では震災後より検診としての住民対

象の内部被ばく検査が行われている。東日本大震災 1〜2年後である 2012年

3月 11日から 2013年 3月 10日の間、南相馬市立総合病院およびひらた中央

病院にそれぞれ 9,963 人、20,659 人、合計 30,622 人（男性 14,397 人、女性

16,225人）が内部被ばく検査を受診していた。年齢の中央値は 14歳（2 〜 97

歳）である。福島県公表の内部被ばく検査結果より、検査数は同様の時期に
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福島県内で行われた検査全体の約 20 %を占めていた。 

	 南相馬市立総合病院では 2011年 7月より 6歳以上の全ての南相馬市民を対

象に内部被ばく検査を行っている。検診参加の案内は避難された方を含め、

全ての家庭に送付され、病院のホームページや市の広報誌にも掲載された。

ひらた中央病院では 2011年 10月より 4歳以上を対象に検査を行っている。

検査は主に福島県内の中通り地区を対象としているが、他県の住民も対象と

しており、茨城県の牛久市なども含む。両病院共に検査は無料で行われた。 

 

4.2.2. 高い内部被ばくを示す住民の抽出について 

	 内部被ばく検査時に Cs-137 の計測値が 50 Bq/kg 以上の住民を抽出した。

外来にて食事摂取状況を聞き取りの後、流通食品を主に消費すること、キノ

コや山菜、獣肉類など、出荷制限のかかる地元の食材について放射能検査を

経ずに摂取することを控える旨のアドバイスを行った。 

	 聞き取りと食事指導の 3ヶ月後、フォローアップの内部被ばく検査および、

食事摂取状況が再評価された。Cs-137 の生物学的半減期は約 100 日であり、

対象となった住民の食事摂取状況が改善し、汚染食品の摂取が無くなれば、

計測される Cs-137値は前回計測値の約半分に減少すると考えられた。 

 

4.2.3. 食事指導について 

	 対象となった住民は、外来にて非構造化された問診を受けた。医師から日
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常的に摂取している食品について、流通食品を使用しているか、または地元

産の食品を使用しているかが聞き取りされた。流通食品を購入の際には産地

を選んでいるか（福島県産を消費しているか否か）の聞き取りも行われた。

2012 年 4 月 1 日より日本国内で流通が許可される Cs 濃度は 100 Bq/kg 以下

と定められており、本研究では流通食材は福島県産かどうかに関わらず、放

射能汚染検査を受け 100 Bq/kg 以下を維持していると見なしている。水につ

いては飲用にミネラルウォーターを使用しているか、上水道、井戸水を用い

ているかについて聞き取りがされた。 

	 また被験者は、放射能検査を経ない地元産の食品を頻回摂取していないか

が聞き取りされた。もしそのような食品を摂取している場合、特に露地物の

キノコや、山菜、鹿や猪などの東北地方で頻繁に食される獣肉類など、放射

能汚染検査を受けていない汚染食品の摂取を控えるように指導された。 

	 それらの食品汚染を確認するため、被験者から食品の提供を受けた上で、

放射能汚染レベルが検査された。Csの放射能汚染検査にはキャンベラ社のゲ

ルマニウム検出器（Standard Electrode Coaxial Ge Detector, Model: GC2018, 

Canberra Inc.）が使用された。食品は標準的な方法で処理された。 

 

4.2.4. 統計解析について 

	 食事指導の有効性を吟味するため、我々は調査対象者の放射能減衰率の均

一性を調べた。対象者間における減衰率のばらつきは、放射性物質に対する
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代謝能の遺伝的違いなど、個体間の測定不能な未知要素が存在する、あるい

は食事指導への遵守具合の差によって、食事指導効果が対象者間で一様では

なかった可能性を示す。そこで我々は減衰率を線形回帰し、参加者固有の未

知要素による減衰率への影響を調べた。回帰残差の分散不均一性が検出され

た場合、減衰率は未知要素によって影響を受けているため、減衰率のみでは

食品指導の自体の有効性を正しく評価できないことを意味する。回帰分析で

は一度目の検査とフォローアップ時の二回目の検査間の Cs-137 の減衰率を

被説明変数とし、年齢、性別、検査病院、一回目と二回目の検査間の日数の

自然対数を説明変数とした。そして White と Breusch-Pagan 検定によって、

残差の分散不均一性を推定した。 

 

4.2.5. 内部被ばく検査方法と線量計算について 

	 南相馬市立総合病院とひらた中央病院に備わる WBC（Fastscan model 2251; 

Canberra Inc）によって検査が行われた。それぞれの病院での Cs-134 および 

Cs-137の検出限界値は、立位 2分間の計測で、220 Bq/body と 250 Bq/body 

（南相馬市立総合病院）および 300 Bq/body と 300 Bq/body（ひらた中央病

院）であった。病院間の検出限界値の差はそれぞれの病院のバックグラウン

ドの環境放射線量の差によって起こっている。摂取した Cs-134および Cs-137

からうける内部被ばくによる年間実効線量は、ICRP publication 67を参照し、

計測された値が一年間、体内で摂取と排泄の平衡状態にあると仮定して計算
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された。実効線量係数はCs-134およびCs-137でそれぞれ、1.9 x 10-5  1.3 x 10-5 

mSv/Bqを用いた。40 

 

4.3. 結果 

	 Cs-137は 30,622人の被検者のうち、756人（2.5 %）から検出された。612

人が南相馬市立総合病院（検査者の 6.1 %）、144人がひらた中央病院（同 0.7 %）

での検査であった。Cs-137が 50 Bq/kg以下であった住民における Cs-137計

測値の分布を図 4-1に示す。 

 

 
図  4 -1  「Cs-137	 50Bq/kg 以下における検出者分布」  
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	 Cs-137が 50 Bq/kgを越えた住民は 9人（0.03 %）であった（図 4-1）。 50 

Bq/kgというカットオフ値は、表 4-1 に示すように、この 9人が他の受診者

と比較し明らかに高い汚染を示していたことから臨床的に設定された。9 人

のうち、高い放射能汚染地域での除染作業や清掃作業、原発内での収束作業

にあたっている者はいなかった。9人中 3人は女性、年齢の中央値は 70歳（範

囲：60〜74歳）だった。初回検査時の Cs-137の中央値は 4,830 Bq/body (範囲: 

2,130 – 15,918 Bq/body) または 69.6 Bq/kg (範囲: 50.7 – 216.3 Bq/kg)であった。

Cs-134 および Cs-137 から計算される年間実効線量の中央値は 0.30 mSv/year 

(範囲: 0.14 – 0.97 mSv/year)であった。9人の中に夫婦は 3組含まれており、

それらの家庭での夫と妻でそれぞれ、111.6 と 69.6, 183.7と 69.4, 56.7と 50.7 

Bq/kg であった。全ての家庭で、男性が女性よりも高い内部汚染を示してい

た。
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表  4-1 Cs-137 が 50 Bq/kg 以上であった被験者（9 名）における内部被ばく検査結果 

 

 

 

  

Patient           Cs-134 Cs-137   Cs-134 Cs-137   Cs-134 Cs-137 

No Age Sex Hospital Resident of Family 

1st 

measuremen

t, date 

Bq/ 

body 

Bq/  

kg 

Bq/  

body 

Bq/ 

 kg 

2nd 

measurement, 

date 

Bq/ 

body 

Bq/ 

 Kg 

Bq/ 

body 

Bq/ 

kg 

3rd 

measurement, 

date 

Bq/ 

body 

Bq/ 

 kg 

Bq/ 

body 

Bq/ 

 kg 

1 70 M Hirata Kawamata Family 1 9th July, 2012 4160 66.0 7032 111.6 8th Nov, 2012 1313 20.9 2547 40.6 19th Feb, 2013 631 10.0 1069 16.9 

2 66 F Hirata Kawamata Family 1 13th July, 2012 2471 40.0 4300 69.6 8th Nov, 2012 695 11.2 1485 23.9 19th Feb, 2013 ND* ND 585 9.4 

3 71 M Minamisoma Minamisoma - 11th July, 2012 6713 88.3 10730 141.2 6th Nov, 2012 3288 43.8 5556 74.1 23rd Apr, 2013 1717 21.2 3445 42.5 

4 64 M Hirata Tamura - 6th Sep, 2012 9114 123.8 15918 216.3 6th Dec, 2012 4122 56.0 7670 104.2 - - - - - 

5 74 M Hirata Nihonmatsu Family 2 2nd Aug, 2012 7237 108.3 12270 183.7 8th Nov, 2012 3204 47.7 6177 91.9 14th Feb, 2013 1679 25.0 3600 53.7 

6 74 F Hirata Nihonmatsu Family 2 2nd Aug, 2012 2894 41.6 4830 69.4 11th Nov, 2012 1133 16.0 2139 30.3 4th Feb, 2013 418 5.8 919 12.8 

7 60 M Hirata Koriyama - 15th Apr, 2012 2203 42.6 3190 61.7 - - - - - - - - - - 

8 73 M Minamisoma Minamisoma Family 3 16th May, 2012 2090 36.7 3230 56.7 14th Aug, 2012 1043 18.3 1695 29.7 19th Feb, 2013 ND ND 582 10.2 

9 69 F Minamisoma Minamisoma Family 3 16th May, 2012 1442 34.3 2130 50.7 14th Aug, 2012 466 11.1 711 16.9 19th Feb, 2013 ND ND ND ND 

 

* ND represents not detected.  

                

 

Detection limits: 220 Bq for Cs-134 and 250 Bq for Cs-137 in Minamisoma Municipal General Hospital, and 300 Bq for both Cs-134 and Cs-137 in Hirata Central Hospital. 
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表  4-2 放射能汚染検査を経ない食品摂取状況について 

Patient No Rice Meat Fish Vegetables Fruits Mushrooms Milk Water 

1 - - - ○ ○ ○ - Tap water 

2 - - - ○ ○ ○ - Tap water 

3 - - - ○ - ○ - Tap water 

4 - ○ ○ ○ - ○ - Well water 

5 - - - ○ ○ ○ - Tap water 

6 - - - ○ ○ ○ - Tap water 

7 N/A* N/A N/A N/A N/A N/A N/A Mineral water 

8 - - - ○ ○ ○ - Tap water 

9 - - - ○ ○ ○ - Tap water 

* N/A represents not applicable. 

      ** ○ indicates that the respondent consumed this food without radiation inspection 
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	 表 4-2に、Cs-137の計測値が 50 Bq/kg以上であった 9人それぞれの食習慣の

詳細を示す。1人からは回答を得られなかった。回答を得られた 8人全員が、検

査済みの米と牛乳を摂取していた。水の摂取については、7人が上水道を使用し、

1人がミネラルウォーターを、1人が検査済みの井戸水を使用していた。その一

方で、8人全員が放射能汚染検査を経ない露地の野菜を摂取し、また野生または

原木から自宅で育てたキノコを頻回に摂取していた。 
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表  4-3 放射能汚染検査を経ない食品について （詳細） 

Patient No Vegetables Mushrooms Fruits Meat Fish 

1, 2 Garlic, bamboo shoots, chinese chive Shiitake mushrooms 

Dried 

persimmon - - 

3 Aralia sprouts Shiitake mushrooms - - - 

4 

Radish, bamboo shoot, soybean, butterbur, 

bracken, aralia sprout, pumpkin, japanese 

ginger 

Matsutake, sarcodon, and 

shiitake mushrooms - Game 

Mountain, 

rock, and 

rainbow 

trout 

5, 6 

Cucumber, tomato, chestnuts, bracken, torreya 

nuts, watermelon, aralia sprout, butterbur Shiitake mushrooms 

Dried 

persimmon - - 

7 N/A* N/A N/A N/A N/A 

8, 9 

Potatoes, green onions, japanese basil, ginkgo 

nuts, radishes Shiitake mushrooms Persimmon - - 

 

* N/A represents not applicable. 
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	 表 4-3 は、放射能汚染検査を経ずに摂取していた食品のリストである。キノ

コは主に野生の椎茸であった。これらの食品の摂取に関して頻度と量について

は情報が無い。9 人のうち、Cs の計測値が最も高かった住民は、放射能汚染検

査を受けないキノコや野菜に加えて、継続的に猪の肉、イワナやニジマスなど

の川魚を摂取していた。 

 

4.3.1. 食品放射能汚染検査結果について 

 
	 継続的に摂取されていた食材の放射能汚染検査結果を、 
 

表 4-4 に示す。Csは乾燥したキノコや猪の肉に非常に高いレベルで集中してい

ることがわかった。（それぞれ最大で 142,134 Bq/kgおよび 1,246 Bq/kg） 
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表  4-4 汚染食品における放射能検査結果 
  Date of inspection Cs-134 (Bq/kg) Cs-137 (Bq/kg) Total Cs (Bq/kg) 

Patients 1 and 2 
    

Shiitake mushroom July, 2012 4,160 6,606 10,766 

Chinese chive Aug, 2012 59 94 153 

     Patient 4 
    

Game Dec, 2012 453 793 1,246 

Japanese ginger Sep, 2012 ND (<5.2)* ND (<6.6) ND 

Mountain trout Sep, 2012 66 94 160 

Rock trout Sep, 2012 51 74 124 

Rainbow trout Sep, 2012 266 426 692 

     Patients 5 and 6 
    

Bracken Aug, 2012 150 226 377 

Dried persimmon Aug, 2012 25 48 73 

Dried shiitake mushroom Aug, 2012 52,154 89,980 142,134 

Chestnuts Aug, 2012 302 489 791 

Torreya nuts Aug, 2012 388 613 1001 

Shiitake mushroom Feb, 2013 7,724 15,809 23,533 

* ND represents 'not detected'. The detection limit is presented in brackets. 
The data on mushrooms from patient 4 was unavailable, since he had already consumed them. 
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4.3.2. フォローアップ検査結果について 

	 高い内部汚染を示した全ての住民に対して、食品放射能汚染検査を受けない

地元の食品の摂取を控え、主に流通食品を摂取するよう指導を行った。約 3ヶ

月後に行った 2 度目の問診にて、8 人中 7 人が、米、野菜、キノコ、果物を主

に流通から購入し、地元の食材に関しては、食品放射能汚染検査後のみに摂取

するように行動変容があったことが分かった。しかしながら、1 人は野生のキ

ノコや獣肉、高い汚染を示した魚類の摂取は控えるようになったものの、露地

の野菜の摂取は継続していた。全ての住民で、2 回目の検査時、生物学的半減

期にともなって Cs-137の計測値は約半分に減少していた。（図 4-2） 

 
図  4-2	 「食事指導を行った内部被ばく高値住民における内部汚染の推移」  
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	 調査対象者の Cs-137減衰率の均一性に関して、回帰分析では、どの説明変数

にも減衰率と有意な関係は見られなかった。また、White と Breusch-Pagan の

検定では、どちらからも有意な結果は得られず（それぞれ p = 0.3、p = 0,8）、し

たがって、我々の調査結果には回帰残差の不均一性に関する問題は生じず、食

事摂取指導の効果は対象者間で一様に見られたと考えられた。 

 

4.4. 考察 

	 原発災害後、地域住民の慢性期内部被ばくを低いレベルに維持することは公

衆衛生的に非常に重要である。なぜなら放射能汚染地域では、食品汚染が持続

するため、慢性期内部被ばくが長期に及び、結果として被ばく全体の多くの部

分を占めることになるからである。64 

	 特筆すべきはわずか 9人（被験者の 0.03 %）のみが Cs-137計測値が 50 Bq/kg

を越えたことである。そしてこの 9人の内部被ばくの原因は、汚染度の高い可

能性のある種類の地元産の食品を、未検査で継続的に摂取したことであると考

えられた。このことは、福島県内の放射能汚染地域において、ほとんどの住民

の被ばく量が健康影響を及ぼすレベルには到達せず、十分に低く維持されてい

ることを示している。この地域の大多数の住民が放射能汚染検査を経た地元の

安全な食材または、汚染されていない地域からの食べ物を摂取しているためで

あると考えられた。 

	 しかしながら本研究は、ごく一部の住民において他の住民と比較し高い内部
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汚染が起こっていることを示している。9 人の住民で Cs-137 の計測値が 50 

Bq/kg を越えていた。地域全体としては内部汚染が非常に低いレベルでコント

ロールされている状況であっても、一部の住民では予期せず汚染度の高い食材

を摂取し、内部被ばくを受けている可能性があることに注意せねばならない。

日常生活のスタイルによって、どのような食材をどこから調達するかは異なり、

結果として個人間で内部汚染の程度が異なることには注意が必要である。福島

第一原発事故後の、福島県内の食品放射能汚染検査は十分に機能していると考

えられるが、長期にわたって検査体制が維持される必要があると考える。 

	 これまで慢性期に検出される高いレベルの内部汚染について、その原因が福

島第一原発事故直後の急性期に大量の放射性物質の摂取したためか、慢性的な

汚染食品の摂取のためか、いずれかについて明らかでなかった。しかしながら

本研究は高いレベルの内部汚染を示す住民において、慢性的な汚染食品摂取が

その原因であることを明らかにした。そのような住民では、椎茸や露地の食品、

野生の動物や川魚などに代表される高い放射能汚染が起こりやすい食品を継続

的に摂取するという食習慣が似通っていた。チェルノブイリ事故後における地

域住民によるキノコの摂取やスカンジナビア半島のサーミ人におけるトナカイ

の摂取など、チェルノブイリ事故後の地域住民の内部汚染についても同様のこ

とが報告されている。90,92 

	 しかしながら、食品汚染の程度は食品の種類によって幅があり、汚染地域で

採取された食品が全て汚染されているわけでは無いことには注意が必要である。
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地元で栽培された野菜は高い内部汚染を示した全ての住民が摂取していたが、

一般的にじゃがいも、葉ものの野菜や根菜類は、土壌から野菜への放射性物質

の移行が少なく、非常に低いレベルの汚染しか起こらない。61,62 慢性期内部被

ばくを防ぐために も重要なことは、汚染された地域の食品を避けることでは

なく、汚染地域で採取される食品のうち、汚染が集中しやすい食品を認識し、

それらの汚染レベルを継続的にモニターすることである。流通食品は出荷前検

査と出荷制限によって汚染管理を行うことが出来るが、高い汚染を示す地元の

食品の自家消費を制限するのは困難である。そのため、食品の検査体制の維持

や知識の普及と言った啓発活動が今後も非常に重要となる。本研究は、高い内

部汚染を示す住民にとって、一部の高い汚染を示す地元の食品の摂取を制限す

ることが重要であることを示した。今後も食品の検査体制の維持と継続が重要

である。それに加えて、WBC による長期的な住民のモニタリングも重要であ

る。 

	 加えて本研究は、高い内部汚染を示す住民に対して、医療者が食事摂取に関

する指導を行うことで、住民の行動様式を変化させ、汚染食品を避ける結果、

内部汚染を低減することが出来ることを示した。食事指導の際には、どのよう

な食品が汚染されやすいか、その土地の特産品や農作物は主に何かに注意し、

指導することが求められる。 

	 本検査にはいくつかの限界が存在する。一つ目は、内部被ばく検査の参加は

任意のため、選択バイアスが存在する可能性がある。内部被ばく検査は主には
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自治体ごとに行われているが、器機や対象などの検査体制も異なる。二つ目は、

自身の生活や被ばくに対して心配している住民が主に受診している可能性があ

り、高い内部汚染を示す住民数が本研究では 9人（0.03 %）であったが、真の

値を過小評価している可能性がある。三つ目は、医療者からの食事指導を含め

たアドバイスに従うのは、より自身の健康に気を遣う個人である傾向があり、

本研究は食事指導の効果を過大評価している可能性がある。それに加えて、食

事指導の効果について、対象となる住民数が少ないため、効果についての統計

解析や、他の食習慣に関連すると思われる因子の調整は行っていない。四つ目

は、本研究デザインは食事指導を行わないコントロール群が存在せず、観察さ

れた内部汚染の低減が食事指導介入によるものであることを十分に証明するも

のではない。内部被ばくの低減が、検査自体または他の一連の検査介入による

効果である可能性は否定できない。 

 

4.5. 結論 

	 本研究は、地域全体としては内部汚染が非常に低いレベルでコントロールさ

れている状況であっても、一部の住民では予期せず汚染度の高い食材を摂取し、

内部被ばくを受けている可能性があることを示した。そのような住民では高い

放射能汚染が起こりやすい食品を継続的に摂取するという食習慣が似通ってお

り、内部被ばく低減には医療者からの食事指導が有効である可能性がある。  
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5. 悉皆調査を用いた小児慢性期内部被ばくに関する研究 

5.1. 目的 

	 放射能汚染地域における慢性期内部被ばくは、地元産食品の放射能汚染が持

続するため、長期的には被ばく全体の多くを占めることが分かっている。64 そ

のため、慢性期内部被ばくを抑えることは公衆衛生的にも非常に重要である。

慢性期被ばくを抑えるためには、持続的で長期の食品検査と、内部被ばく検査

体制の維持が必須である。88,89 

	 第 3章では福島第一原発事故後、直後の急性期に摂取された内部被ばくが内

部被ばく全体の大部分を占めることを示した。74また第 4 章では放射能汚染地

域における大多数の住民の慢性期内部被ばくは、健康被害を引き起こさないと

推定される程度に低いことが示されるものの、ごく一部の住民においては出荷

制限のかかる汚染度の高い地元の食品を継続的に摂取することにより、高い内

部汚染を示すことを示した。80 このような高い内部汚染を示す住民が一部に存

在するものの、どの程度の頻度で存在しているかについて十分な情報がない。

特にそのような高い内部汚染の小児が存在するかどうかを知ることは、将来的

な被ばくによる健康被害を考える上において重要である。 

	 これまで行政は、全ての内部被ばく検査への参加を任意で行ってきた。93 こ

のような検査体制は、検診バイアス、特に内部被ばくに気を払う個人が選択的

に受診する可能性を否定できず、地域全体の真の内部被ばくを過小評価してい

るかもしれないという批判が存在した。実際に震災後、時間の経過と共に、定
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期的な検診への参加や関心が薄れてきているのも事実である。94 

	 本章では、福島原発事故後の慢性期内部被ばくを調べ、高い内部汚染を示す

小児が存在しないかを調べるため、南相馬市の小中学生を対象として WBC を

用いた内部被ばく悉皆調査を行った。本章では内部被ばく検査の結果に加えて、

学校検診としての内部被ばく検査の有用性について論ずる。 

 

5.2. 方法 

5.2.1. 調査対象 

	 震災 26ヶ月から 28ヶ月後の 2013年 5月 〜 2013年 7月にかけて、南相馬

市内にある 22全ての小中学校に通う生徒対象にWBCを用いた内部被ばく検査

を行った。年齢、性別に加えて、Csの体内量が調べられた。 

	 内部被ばく検査は学校検診として行われた。生徒は 2つの病院に学校からそ

れぞれバスで移送された。6歳から 12歳までの小学生は南相馬市立総合病院で、

12 歳から 15 歳までの中学生は渡辺病院で検査を受けた。体表放射能汚染によ

る検査エラーを防ぐため、全ての子供は検査前に衣服を着替えた。 

	 同時に検査に参加した生徒の保護者に対して、アンケートを行った。アンケ

ートは食品と水の摂取についてであり、流通している食品を購入の際に、産地

を選んでいるか（福島県産を消費しているか否か）、または地元の食品を使用し

ているか、水の使用については飲用にミネラルウォーター、上水道、井戸水の

いずれを用いているかが聞き取りされた。 
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5.2.2. 内部被ばく検査方法と線量計算について 

	 対象者は南相馬市立総合病院または渡辺病院にて内部被ばく検査を受けた。

南相馬市立総合病院は 3 x 5 x 16 インチの NaIシンチレーションディテクター

をもつ立位型のWBC（Fastscan model 2251; Canberra Inc）であり、130 cm以下

の小児に対しては 30 cmの台が使用された。また渡辺病院のWBCは 3 x 5 x 16 

インチの NaI シンチレーションディテクターをもつ椅子型の WBC

（WBC-R43-22458; Hitachi Aloka Medical, Ltd., Mitaka, Tokyo, Japan）である。器

械の検出限界は両方の器械において 2 分間の計測で Cs-134 が 220 Bq/body、

Cs-137が 250 Bq/bodyであった。 

	 放射線医学総合研究所のチームが、Co-60, Cs-137, Ba-133 および水をそれぞ

れ含んだ BOMABファントムを用いてWBCの精度管理を行っており、全体の

検出効率の誤差は 10 %以内におさまっていることが示されている。 

	 Cs-134 および Cs-137 による内部被ばくによる年間実効線量は、 ICRP	 

Publication 67に記載される実効線量係数を基として計算された。40検出された

Csが、年間を通じて排泄と摂取の平衡状態にあると仮定して計算された。結果

が検出限界値以下の場合は、検出限界値の Cs が体内に存在すると仮定して計

算された。係数は年齢に応じて選択された。 
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5.3. 結果 

	 南相馬市内に通学する 3,299 人の小中学生のうち、3,255 人（98 %）が 2013

年 5月〜2013年 7月にかけて学校検診に参加した。年齢の中央値は 11歳（範

囲 6-15歳）で 1,587人（48 %）が女児であった。Csによる内部汚染を検出した

小児はおらず、全員がWBCの検出限界値以下であった。K-40以外の核種を検

出せず、急性の放射線障害を指摘しなかった。 

	 Cs-134および Cs-137から受ける年間内部被ばく線量の 大値は、それぞれ、

6歳、10歳、15歳で、0.066、0.04、0.025 mSvであると計算された。これらの

線量は一般大衆における年間被ばく上限である年間 1 mSvを大きく下回ってい

た。	 	  

	 日常の食習慣と食品選択についての調査結果を、表 5-1に示す。およそ 70 %

の住民が福島県産以外の食材を使用していた。その一方、地元産の食品を使用

する頻度は、肉や魚に比べて、米や野菜に多いことが分かった(米：11 %、野菜：

9 % 、肉 2 %、魚 2 %)。 
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表  5-1 食品および水摂取状況 

  
Rice 

(N = 3170) 
Meat 

(N = 3174) 
Fish 

(N = 3177) 

Vegetables & 
Fruits 

(N = 3178) 

Mushrooms 
(N = 3169) 

Milk 
(N = 3170) 

Buy only non-Fukushima produced 
foodstuffs at glocery stores 

2450 (77%) 2312 (73%) 2577 (81%) 2386 (75%) 2623 (83%) 2108 (66%) 

Buy foodstuffs produced in unspecified 
area at glocery stores 

364 (11%) 795 (25%) 533 (17%) 497 (16%) 436 (14%) 983 (31%) 

Use locally produced foodstuffs, 
radiation dose estimated 

335 (11%) 66 (2%) 65 (2%) 288 (9%) 109 (3%) 77 (2%) 

Use locally produced foodstuffs, 
radiation dose unestimated 

21 (1%) 1 (0%) 2 (0%) 7 (0%) 1 (0%) 2 (0%) 

  
Water 

(N=3201) 
          

Tap water 842 (26%) 
     

Well water 100 (3%) 
     

Bottled water 2259 (71%)           
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5.4. 考察 

	 本研究は、福島第一原発事故後周辺住民、特に小児において全員から Cs は

検出されず、慢性期内部被ばくがあったとしても非常に低いレベルであること

を示している。前章での研究からも同様の結論は示唆されるが、本研究は南相

馬市における 98 %の小児を対象としており、選択バイアスを考慮する必要が無

いと考えられる。南相馬市での内部被ばくが十分に効果的に最小化されている

ことを示している。 

	 第 4章では、ごく一部の成人にて高い内部汚染を示す住民の存在が指摘され

ていたが、現状ではそのような高い内部汚染を示す小児は存在しなかった。小

児における慢性期内部被ばくの最大値はどの年代であれ 0.1 mSv以下と計算さ

れ、その程度は非常に少なくこれが生物学的な影響を持つことは考えづらい。

福島県内で地方自治体やボランティア団体、農家によって行われている放射能

汚染食品検査は、十分にその効果を示していると考えられる。しかしながら、

今後も汚染可能性のある食品の検査を継続し、さらなる内部被ばくを防ぐこと

は重要である。 

	 その一方で、多くの保護者が特に小児に対して、福島県内で生産された食品

の選択には注意を払い、避けている実態が明らかとなった。本調査の結果、ど

の小児からも Csを検出していないことから、福島県産の食品を摂取する住民

で内部被ばくが高いという状況はあてはまらない。福島県内の流通食品の汚染
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管理は十分に行き届いている一方で、95 70 %の生徒の家庭では福島県産の食品

を選択していないという結果であった。 

	 慢性期内部被ばくを防ぐために必要なことは、地元産食品の消費を制限する

ことでは無く、汚染レベルの高くなる傾向のある食品を認識し、それらの汚染

を計測することである。合理的なレベルで放射線被ばくへの対策を続けること

は、被ばく量低減には有用であるが、行き過ぎた忌避や対策は、日常生活を破

綻させ、それによる健康被害をもたらす。今後は食品出荷前の徹底的な放射能

汚染食品検査に加えて、情報公開や住民への啓発が重要となると思われる。 

	 内部被ばくの主たる原因は汚染食品の摂取であるため、長期間における内部

被ばく検査と食品検査が重要となる。しかしながら放射線災害後、効果的に住

民への検査を行うにはどのようにすれば良いかについて十分な情報が無かった。

本研究はWBCを用いた学校検診としての定期的な検査体制の維持が、継続的

な検査体制の維持のためには効果的である可能性を示した。このような検査は、

住民の内部被ばくにおける全体的な傾向を知る上で有用であると同時に、汚染

度が高いかもしれない一部の小児を発見するためにも有用である。それに加え

て、内部汚染している小児を発見することは、恐らく同じ食品を消費している

と考えられる家族を発見することにも有用である。汚染された小児を発見する

ことによって、その家族へも介入が可能となる。この点においても、学校検診

としての内部被ばく検査は高い住民受診率を維持すると同時に、外れ値的に高

い内部被ばくを発見し介入する点においても有用である。 
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5.5. 結論 

	 本研究は、南相馬市内の小児において慢性期内部被ばくはあったとしても非

常に低いレベルであることを示している。ごく一部の成人に、高い内部汚染を

示す住民の存在が指摘されていたが、2013年時点ではその様な小児は存在しな

かった。 
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6. 放射性物質吸入による慢性期内部被ばくに関する研究 

6.1. 背景 

	 前章までの議論において、福島第一原発事故後の慢性期内部被ばくは低いレ

ベルに抑えられており、一部に高い内部汚染を示す住民が散見されるも、高度

に放射能汚染された食品を、放射能汚染検査を経ずに継続的に消費することが

原因であることが示された。しかしながら、放射性物質の吸入による内部被ば

くがどの程度かについては十分な情報が無い。除染作業員は、放射性物質を除

染作業中に吸入することによる内部被ばくリスクを負う。96 除染作業員の内部

被ばくを評価することは、福島県内の居住する住民の吸入による内部被ばくを

評価する上で重要な情報を与えると考えられる。 

	 日本政府は、表土剥ぎ、草木の伐採、土壌の除去をすることによって、放射

能汚染地域の除染を開始した。除染作業員は外部被ばくおよび内部被ばくの評

価に加えて、定期的な健康チェックを受けることが義務づけられている。97 外

部被ばくおよび空間線量は比較的容易に計測でき、線量計によって厳密にコン

トロールされうるが、内部被ばくの評価については、大規模な検査体制が必要

となる。ひらた中央病院は、福島県内で除染作業員に対する健康診断と内部被

ばく検査を行っている最も大きな施設の一つである。 

	 本章の目的は、除染作業員のカルテをレビューし、除染作業員における内部

汚染がどの程度か示すことで、福島県内での地域住民の内部被ばく量を明らか
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にすることである。 

 

6.2. 対象と検査方法 

	 ひらた中央病院の内部被ばくデータベースを用いて、2012年 3月〜2012年 8

月にかけて内部被ばく検査を受けた除染作業員の Cs による内部汚染を後方視

的に調べた。除染作業は、特定の期間、福島第一原発周辺の市町村で行われ、

定期的な内部被ばくの計測が義務づけられている。震災直後の吸入や経口摂取

による初期被ばくの影響を除外し、除染作業中の内部被ばくを評価するため、

震災時に福島県内に居住していた除染作業員は集計から除外した。除染作業員

の年齢、性別、体重、Cs計測値、および除染作業の日数、内容、最終従事日か

ら検査までの日数を調べた。 

	 ひらた中央病院は立位型のWBC（Fastscan model 2251; Canberra Inc）を所有

しており、2分間の計測で検出限界値は Cs134および Cs-137ともに 300 Bq/body

であった。 

 

6.3. 結果 

	 合計で 83人の男性が対象となった。全ての除染作業員は、福島第一原発事故

直後には福島県内には居住しておらず、Cs-137の土壌汚染レベルが 100k Bq/m2 

以上の放射能汚染地域で、定期的に除染作業に従事していた。年齢の中央値は

52歳（範囲：21-64歳）であった。 
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	 表 6-1 は除染作業の詳細を示す。作業時間と作業日数の中央値は 30 日と 8

時間だった。除染作業中の防護服に関するアンケートに答えた 78 人中 7 人

（9.0 %）が除染作業中にマスクを着用していなかった。その 7人中 4人は 40

歳以上だった。3 人の除染作業員は、マスク、手袋、防護スーツなどを含む、

どの防護用品も使用していなかった。 
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表  6-1 除染作業員の基本特性および除染作業詳細 
      Total 
Characteristics (n = 83) 

Age, y, median (range) 
 

52 (21-64) 
Sex Male 

 
83 (100) 

 
Female 

 
0 (0) 

Comorbidity None 
 

75 (90.4) 

 
Hypertension  3 (3.6) 

 
Diabetes 

 
3 (3.6) 

 
Cancer 

 
1 (1.2) 

 
Pulmonary disease 1 (1.2) 

 
Others 

 
3 (3.6) 

Decontamination areas   

 
Namie 

 
20 (24.1) 

 
Iitate 

 
19 (22.9) 

 
Okuma 

 
11 (13.3) 

 
Minamisoma 

 
7 (8.4) 

 
Kawamata 

 
6 (7.2) 

 
Naraha 

 
5 (6.0) 

 
Hirono 

 
4 (4.8) 

 
Kawauchi 

 
2 (2.4) 

 
Tomioka 

 
2 (2.4) 

 
Soso District (not specified) 7 (8.4) 

Decontamination equipments   

 
Gloves 

 
68 (88.3) 

 
Masks 

 
71 (93.4) 

 
Protective suits 40 (54.1) 

 
Goggles 

 
35 (47.3) 

 
Boots 

 
60 (77.9) 

Decontamination activities*   

 
Total working period, d 31 (1-441) 

 
Average working time, h 8 (4-9) 

 
Duration between final working day and date 
of examination, d 

1 (0-236) 

      

The values in parentheses are parcentages, unless otherwise noted. 
* Median and range is presented. 
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	 検査を受けた全除染作業員の Cs 計測値は、検出限界未満だった。K-40 以外

の放射性物質は検出されなかった。急性の放射線障害も認めなかった。外部被

ばく量については、個人データが無く評価不可能だった。 

	 震災後、持続的に放射性物質を摂取したと仮定した場合、検出限界が 300 

Bq/bodyであることから、Cs-134および Cs-137による内部被ばくの預託実効線

量はMondal 3により、最大でも 0.029 mSv以下と計算された。82 

 

6.4. 考察 

	 本研究は、福島第一原発周囲の市町村においての除染作業による内部被ばく

が低いレベルであることを示した。我々の調査結果は、除染作業中の内部被ば

くが、WBC の検出限界以下でも存在することを否定するわけではないが、除

染作業中の放射性物質の再浮遊による吸入は非常に低いレベルの内部被ばくし

か起こし得ないことを示している。この結果より、福島県内に居住する住民に

おける吸入による内部被ばくは非常に低いレベルであることが示された。本結

果は、福島県内で行われた粉塵検査とも矛盾が無い。98 

	 除染作業中の内部被ばくが低かった理由としていくつかのものがあげられる。

一つ目は、除染作業員が内部汚染の可能性を恐れて、十分な注意と防護のもと

作業を行った可能性である。しかしながら、3 人の除染作業員は作業中にマス

クや防護服や手袋を着用していなかった。78人中、7人について除染作業中に

マスクをつけていなかった理由は明らかでは無いが、そのような防護をとらな
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かったのは除染自体が脱水や熱中症などを引き起こしかねない重労働であった

ことも理由の一つかもしれない。既に福島第一原発内での作業員の中で、熱中

症や致命的な心筋梗塞を発症した症例が報告されている。97 除染作業中の内部

被ばくは主に吸入によって引き起こされるが、そのような内部被ばくリスクと

除染作業という重労働による生命に関わる熱中症などの疾患の発症リスクはバ

ランスをとることが必要である。防護に関する教育や啓発は十分される必要が

あるが、除染作業中の最適な装備については、さらなる研究が必要である。 

	 第二に、除染作業時間が体内に Cs が蓄積するために十分な長さでは無かっ

たため、内部被ばく量が少なかった可能性が考えられる。この研究は中央値 30

日程度の除染作業が内部汚染の上昇に関与しないことを示しているが、より長

期間の従事に対する内部汚染についてはさらなる研究が必要である。 

	 第三に、除染作業中に行われるいくらかの対策が内部被ばく低減に対して効

果があったのかもしれない。除染作業中の放水は、粉塵の飛散を防ぐ。また集

塵装置も同様である。それらの対策が内部被ばく軽減にどの程度の効果を持つ

かについても、今後の検証が必要である。 

	 本研究はいくつかの限界がある。一つ目は、本研究は Cs-137 の土壌汚染が

100  kBq/m2 以上の地域での除染作業について評価しているものの、原発に更

に近いより汚染された地域での除染作業注の内部被ばくリスクについては十分

な評価が出来ていない。二つ目として、本研究の対象人数は少なく、選択バイ

アスが存在する可能性がある。 
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6.5. 結論 

	 本研究は、福島第一原発周囲の市町村において、除染作業による内部被ばく

があったとしても検出限界値以下の低いレベルであることを示した。除染作業

中の放射性物質の再浮遊による吸入は非常に低いレベルの内部被ばくしか起こ

し得ず、この結果より、福島県内に居住する住民における吸入による内部被ば

くはよりさらに低いレベルであると考えられた。 
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7. 総合結論と考察 

	 放射線被ばくはその線量によって、発がんを含めた健康リスクを伴う。原発

事故により周辺地域は飛散した放射性物質によって長期間の汚染を受け、原発

事故後の周辺地域における放射能汚染対策は、内部被ばくおよび外部被ばくあ

わせた住民のトータルの被ばく量を軽減するために行われる。本研究では福島

第一原発事故をふまえ、地域住民の内部被ばくを明らかにすることで、公衆衛

生上有効な放射線対策について論じてきた。 

	 放射線被ばくには事故後 1ヶ月以内におこる	 ①急性期内部被ばくと、飛散

した放射性物質が地域に残存するため事故後数十年以上続く②慢性期内部被ば

くがある。それぞれについて分けて以下に述べる。 

 

7.1. 急性期内部被ばくについて 

	 今回の福島第一原発事故後の住民の Cs による急性期内部被ばくは、第 2 章

で示されたように、大多数の成人、小児において低く、チェルノブイリの事故

後数年後に計測された値よりも十分に低いことが明らかになった。また第 3章

ではその事故初期の内部被ばくが全体の大部分を占めていたことが示された。

内部被ばくによる預託実効線量は大多数の住民で 1 mSvを下回っており、事故

により地域住民に被ばくが起こったことは事実であるが、幸いにも地域住民に

とって、急性期の内部被ばくは健康影響を及ぼすと考えられるレベルに到達し
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ていないと考えられる。しかしながら今後の被ばく量低減のためにも、汚染食

品の今後の再摂取を防ぎ、継続的な検査や、内部被ばくの高い個人に対する個

別対応や住民への啓発を含めた長期的な対策が必要と考えられる。チェルノブ

イリに比べて被ばく量が少なかった原因としては、事故自体の規模、放射性物

質の放出量の差、および早期の汚染食品の出荷制限、避難指示などがあげられ

る。事故初期の内部被ばくを軽減するための方策として、避難、食品規制、屋

内退避など、どの方法が最も被ばく低減に資するかについては今後も研究が必

要である。 

	 放射線災害直後の急性期には、慢性期にも主たる問題となる Cs などの放射

性物質に加えて、短い半減期をもつ多くの放射性核種からの被ばくを受けるこ

とには注意が必要である。特に問題とされるのは、I-131による内部被ばくであ

る。チェルノブイリ原発事故後には、I-131による甲状腺内部被ばくのため、数

千人を超える小児が甲状腺癌を発症したことが言われている。43 チェルノブイ

リ原発事故では、I-131 による被ばくは主に、I-131 が付着した食餌をとった牛

から搾取された牛乳の摂取によっておこったことが報告され、ベラルーシ、ロ

シア、ウクライナの避難住民では、人口平均の甲状腺等価線量はそれぞれ 1,100 

mSv、440 mSv、330 mSvに達した。99そのため、事故発生後できるだけ早期に、

汚染地域の牛乳の流通や摂取制限を行うことが非常に重要である。また、I-131

の半減期は 8日と短いため、I-131被ばくを受けたと考えられる住民のモニタリ

ングを重点的に行うことが重要である。86,100福島第一原発事故後の甲状腺被ば
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くは、検査数が十分ではないという指摘があるものの、2011/3/26〜3/30にかけ

て飯舘村、川俣町、いわき市での 1,080名の小児甲状腺検査が行われ、その 85 %

が 5 mSv以下、96 %が 10 mSv以下であり、50 mSv以上を計測した小児は存在

しなかった。101これは早期の食品規制や避難による効果であると考えられてい

る。今回の事故後、ヨウ素剤の配布は系統的には行われなかった。ヨウ素剤は、

I-131の取り込みを阻害するために有効であることが報告されているが、周辺地

域住民への配布や内服のタイミングについての指示を誰が行うかなど、今後の

議論の余地があると考えられる。 

	 急性期内部被ばくは避難によって軽減されうるものの、避難自体に生命リス

クが伴うことには注意が必要である。放射線災害後の避難区域の設定は、ICRP

の勧告に基づき、空間線量のモニタリング結果から、年間被ばく量が 100 mSv

を越えると考えられる場所については避難が選択され、20 mSv〜100 mSvの間

と考えられる場所については、それぞれの国が決定する基準値に基づき、その

基準を超える場合には避難が選択される。102基準値以下の場所については、長

期的には被ばく量の減弱を目指すため、下記に述べる様な慢性期被ばくに対す

る対応がとられることとなる。被ばくを軽減するためには避難は最も有効な手

段と考えられるが、現実的には短期間での大規模避難は実現不可能な場合があ

る。103-105 また特に高齢者では避難自体が生命のリスクを伴う。106,107 福島第一

原発事故後の周辺市町村では、老人ホーム入所者で避難した者のうち、施設間

格差はあるものの最大で 25 %が 3 ヶ月以内に死亡したと報告されている。108
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南相馬市では小高地区の一部および山間部を除き、初期被ばく線量は 20 mSv

には到達せず、結果論ではあるが、避難リスクが被ばくリスクを上回る結果と

なったと考えられる。事故直後には線量データは十分ではなく、今回の事故直

後の判断の是非については様々な意見があるが、事故直後の早期の線量測定と

リスク評価は重要であると考えられる。また初期の被ばく軽減には、食品の管

理と屋内退避程度しか方策は取り得ないものの、被ばくによるリスクと、避難

によるリスクを比較した場合、屋内退避が妥当な選択肢となる場合がありえる

ことには注意が必要である。 

 

7.2. 慢性期内部被ばくについて 

	 内部被ばくはその経路として、食品や水の摂取による経口摂取と、粉塵が舞

いそれを呼吸により肺に取り込む吸入の 2つが存在するが、第 6章で示された

ように、原発災害時の慢性期内部被ばくは、主に汚染食品の経口摂取によって

引き起こされる。除染作業や廃炉作業など、より高濃度放射性物質の取り扱い

に従事する場合は別として、原発事故周辺地域での住民にとって内部被ばくの

管理は放射能汚染食品の管理がその大部分を占める。 

	 対策の対象となる核種は主に物理学的半減期 2年の Cs-134と、30年の Cs-137

である。特に Cs-137 は半減期が長いため、数十年にわたる対策が必要となる。

Srや Puなどの他の放射性核種も存在するが、影響として最も大きいのは Csで

あり（土壌汚染検査では Srの放射能量は Csの 1/100 〜 1/1000、Puは Srの約
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1/1000）、その対策が重要である。68,69 

	 ただしこれは原発事故の形態や爆発時の状況によって異なることに注意が必

要である。Csは爆発により広範囲に飛散しやすく、また半減期からも長期間の

対策が必要であり、この点は福島第一原発事故およびチェルノブイリ原発事故

において同様であった。しかしながら、Srは爆発時の炉心温度を含めた事故形

態の違いから、チェルノブイリ事故では福島第一原発事故よりも Srは多く広範

囲に飛散しており、Srの内部被ばく線量への寄与は福島原発事故で、全体の 1 %

以下と推定されるのに対して、チェルノブイリ事故では約 10 %であったと報告

されている。109 Puも飛散の可能性はあるものの、内部被ばく全体への寄与は、

一般的に Sr のそれより更に数桁低くなると推定される。68,69以上のことから、

福島第一原発事故における慢性期内部被ばくの低減に必要なことは、Csによる

汚染食品のコントロールであると言い換えることができる。 

	 コントロールを行う上で重要な知見は、Csによる食品汚染は全ての食品に平

均的には存在せず、一部の食品に選択的、集中的に汚染がおこることである。

チェルノブイリ事故後における周辺地域住民の慢性期内部被ばくは、その 80  

〜 90 %程度が放射能汚染されたキノコの摂取でおこったように、汚染度の高

い食材を選択的に摂取することにより引き起こされる。88これは第 4 章で示し

たとおりである。一般的に土から生える植物の放射能汚染度は低い（移行係数

が低い）のに対して、土壌から生えずに樹木に直接生える様なキノコ類や山菜

類の汚染が高くなる事象が観察される。110,111福島第一原発事故後であってもそ
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れは同様である。112放射能汚染食品検査の徹底が慢性期内部被ばく軽減に重要

であるものの、キノコ類、山菜類、柑橘類、獣肉類など、汚染食品は特定され

るため、それらに限った重点的な食品検査も現実的には行われるべきなのかも

しれない。チェルノブイリ事故後のウクライナでも、汚染食品検査は、食品の

種類によって必要とされる検査数が異なった。 

	 その一方で、過度な汚染食品規制や基準値の設定は、放射線被ばくによる発

がんリスクの減弱には効果を持つ一方、個人のレベルでは日常生活での食生活

のスタイルの変化を強いることで別の健康リスクを生み、社会レベルではその

地域の歴史や文化を破壊しかねないことには注意が必要である。主にスカンジ

ナビア半島北部に在住するサーミ人はトナカイを主食とするが、チェルノブイ

リ事故によって汚染されたため、Cs-137の計測値が 500 Bq/kgを越える高度の

内部汚染を受けた。92しかしながらノルウェー政府は、トナカイの放牧狩猟は

サーミ人の文化の中心であるとの理由から、規制汚染レベルを 6000 Bq/kgとし、

今回の日本で行われたような厳格な規制は行わなかったことは示唆に富む。本

研究から、慢性期内部被ばくは一部の住民において高値であり、その原因は出

荷制限のかかる特定の汚染食品を未検査で継続的に摂取することであり、その

様な食品の代表として、キノコ類や山菜、獣肉類があげられる。その一方でそ

れらの摂取を規制することは、多くの住民の食に対する楽しみや、日常の中で

季節を味わう生活を奪ってしまった。現在の医学はそれを定量化し、発がんリ

スクとの比較を行うには十分な情報を持たない。サーミ人はトナカイの食品規
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制が厳格ではなかったこともあり、1999年の Cs-137による平均内部汚染は 150 

Bq/kg を越えていた。しかしながら、発がんリスクは非サーミ人に比べて低か

ったことが報告されている。48 無用な放射線被ばくは避けるべきであるが、規

制による害悪も大きいことを認識する必要がある。これらの最適なバランスに

ついては今後の研究課題である。 

	 以上まとめると、慢性期内部被ばくは汚染のおこりやすい特定の食品の汚染

管理を徹底することでコントロール可能であると言うことができる。2014年現

在の福島県内での慢性期内部被ばくはチェルノブイリ事故後の周辺地域と比べ

て低く、食品管理は成功していると考えられる。この結果は、食品検査結果か

らも支持される。95,113,114しかしながら、今後も継続的な食品検査や啓発活動が

重要である。 

 

7.3. 外部被ばくについて 

	 本研究では、急性期の外部被ばくについては調査を行っていない。福島第一

原発事故後 4ヶ月間における急性期外部被ばくについては、福島県が行ってい

る県民健康調査の一環として調査がなされている。生活を営んでいた場所に関

する情報と、環境モニタリングの結果から被ばく量を推定するものである。2013

年末の段階で、約 206万人の福島県民のうち、25 %にあたる 515,212人が回答

しており、66.3 %が 1 mSv以下、94.9 %が 2 mSv以下、99.6 %が 4 mSv以下、

99.8 %が 5 mSv以下、15 mSv以上を計測したのが 12名とされている。101調査
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への参加数が十分ではなく、今後も継続的な啓発と調査が必要と考えられてい

る。 

	 慢性期外部被ばくは、主に周辺環境に残存する放射性物質（ほとんどの場合

は Cs）によって引き起こされる。Cs-134 と Cs-137 では、外部被ばく線量への

寄与はその物理学的な性質から、事故直後においては Cs-134 の方が大きいが、

Cs-134 の半減期は 2 年と短いため、次第に Cs-137 が主体となる。空間線量は

物理学的半減期に加え、ウェザリング効果のため Cs の半減期よりも速い速度

で減弱する。福島第一原発事故では、事故後 3年で約 4分の 1まで減弱した。 

	 しかしながら、ウェザリング効果は都市部と農村部ではその効果が異なる。

一般的には都市部はコンクリートやアスファルトを含めた構造物が多いため、

土壌の占める割合の多い農村部に比べて、より速く雨で放射性物質が流されて

しまうからと考えられる。しかしながら、その一方で流れた放射性物質が、側

溝や河口付近など、汚泥の溜まりやすい場所に蓄積もしやすく、継続的なモニ

タリングが重要となる。農村部では、土壌の多い地域や山間部では放射性物質

低減におけるウェザリングによる効果は比較的小さく、空間線量を下げるため

には除染をふくめた、放射性物質の除去を行わないと実現しない場合も多い。

115-117 

	 またこのウェザリング効果は、事故後長期間は続かないことにも注意が必要

である。チェルノブイリ事故の経験からも約 5 年程度を目安に環境中の Cs は

平衡状態に達し、移動があまり起こらなくなると考えられる。そのため、それ
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より先の空間線量の減弱の速度は物理学的半減期のそれに近い状態となると考

えられる。慢性期の外部被ばくの管理において重要なことは、住民のトータル

の外部被ばく量をより少なくするために、住民が長時間生活する場所の空間線

量を下げることが最も効果的だと言うことである。87 小児における外部被ばく

を低減するために有効なのは学校および就寝場所周辺の線量管理である。なぜ

なら小児は、生活時間の多くを学校および家庭で過ごすためである。除染は特

に農村部や山間部など、広範囲に行うと費用が大きな問題となるが、場所を限

り、生活時間の長い場所を選択的に行う限りはその効果があるであろうと筆者

は考える。以上まとめると、慢性期外部被ばく管理には、農村部か都市部かと

いった違いに基づき、その土地にあわせた継続的な線量および汚染モニタリン

グを行い、住民が長時間生活する場所から重点的に線量管理を行うことが重要

である。 

 

7.4. 慢性疾患、精神疾患の悪化について 

	 チェルノブイリ事故後でも指摘されたように、放射線災害は社会インフラを

破壊し地域のつながりを断絶し、地域住民に対して大きな生活環境の変化を強

いる。11,13 例として避難生活や仮設住宅への移動、放射線被ばくを避けるため

の食事の変化や、野外活動時間の変化、それに伴うストレスなどがあげられる。

118本論文はそのような要因の健康影響評価に主眼を置いていないが、筆者らの

研究でも放射能汚染地域では高血圧、高脂血症、糖尿病や抑鬱状態などの、慢
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性疾患の悪化、精神疾患の悪化が指摘された。119-124 

	 糖尿病は発がんリスクを上昇させることがいわれており、糖尿病罹患によっ

て発がんリスクは約 1.4 倍に高まると報告される。125この値は今回の福島第一

原発事故に伴う被ばくによる発がんリスク（LNTモデルより、100 mSvの被ば

くによる発がんリスクは 0.5%上昇すると計算される）よりも十分に大きいと考

えられる。喫煙率の上昇や、生活習慣病の悪化、薬物依存率の上昇なども懸念

され、今後の研究が必要である。チェルノブイリ事故後に堕胎やアルコール中

毒、心身症が増加したことが報告されている。13-17 福島第一原発事故後、今後

に必要な医療的介入は、放射線被ばくを防ぐことよりも上記の様な慢性疾患、

精神疾患の悪化を防ぐことの方が優先されるべきかもしれない。 

	 しかしながらその一方、今回の放射線災害が人為的に起こった以上、「放射線

被ばく以外の健康被害が、放射線被ばくによる健康被害より大きいという理由

から放射線被ばくは許容すべきである。」という主張は地域住民にとって簡単に

受け入れられるものではないことには十分な注意を払う必要がある。例として、

一家の中で高齢の男性を計測すれば家族全体の内部被ばくの状況を知ることが

科学的には出来るが、高齢者では無く子供自身の内部被ばくを計測して欲しい

という保護者からの要望は根強かった。乳幼児専用 WBC（通称 Babyscan）が

開発され、それに対して検査を希望する保護者が多いことも同様の事象である。

放射線被ばくとその健康影響に関する情報を住民に説明する上で、既存の被ば

く量と発がんリスクの評価についての説明や論理的な説得のみでは不十分な場
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合があることを科学者は認識する必要がある。126放射線被ばくによる影響につ

いて啓発活動を行うことは重要であるが、地域住民の感情や考え方に寄り添っ

た情報提供を続ける必要がある。 

 

7.5. 今後に向けて 

	 全ての結果が出た尽くした訳ではないが、幸い住民全員が大きな内部被ばく

を受けた訳ではないことが明らかとなった。今後も継続的に食品や小児の放射

能検査を継続し、体内放射能量が上昇傾向に無いかを確認する必要はあるもの

の、既に南相馬市の住民の体内放射能量は 1960年代の大気中核実験時における

日本人の平均体内放射能量（成人男性の Cs-137で約 500 Bq/body）よりも少な

いと考えられる。127 

	 今回の原発災害がもたらした大きな被害は、放射線被ばく以外の影響、特に

社会的に引き起こされた住民の「孤立」と「自信の喪失」にあると感じている。

災害自体が、避難によって物理的に人を引き離した上に、放射線に対する考え

方や感性、知識の差によって感情的に人々を大きく引き裂き、社会的、経済的、

精神的、肉体的、物理的、「孤立」は人が生きていく力を奪ってしまった。そし

て、自分の故郷、自分自身の身体、健康を否定されてしまうことで自分自身の

自我、尊厳を傷つけられてしまった。自分の身体、健康、将来に自信が持てな

くなってしまうことが、住民の方々に与える影響は決して小さいものではない。

リスクコミュニケーションや除染、帰還政策など、様々なことが議論されてい
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るが、被ばく量という数値の議論にとどまるだけでは無く、どうすれば孤立を

防ぎ、自信を持って生活を送ることができるかが今後も研究され議論されるこ

とが必要である。今後この問題に多くの方々に関心を持ち続けていただき、よ

り多くの住民の健康が守られることを強く願う。 
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